
１　事業の概要

２　今後の事業の方向性

　災害の危険区域や他の公共事業と関連する地域を優先して調査を
進める。

　事業主体である市町村の人員が不足している中で、面積が大きく、
進捗が遅い林地については、効率的に調査を実施する必要がある。

　林地等において、航空写真を用いた筆界案の作成など、新技術を
活用したより効率的な調査手法の導入を推進する。

1.　国への予算要求額に対して割当が少なく、調査面積を減じたため未達成
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の分析
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1.第７次国土調査事業十箇年計画（令和２年度～11年度）に基づき、令和３年度実施市町村における計画面積（累計）を成果指標に設定し
た。

今後、事業をど
のようにしていき

たいか

課題等

　限られた予算を有効に活用するために、地籍調査事業の効果がより
高く見込まれる地域を優先的に実施する必要がある。
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【現状】

　第7次国土調査事業十箇年計画（R2～R11）に基づき進めているが、令和２年度末の県の事業進捗率は、面積ベースで39％であり、全国
の52％より遅れている。
　地籍調査事業は、東日本大震災後の迅速な復旧・復興に寄与したことから、その必要性や重要性が再認識され、事業の進捗を早めること
が急務となっている。
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土地の境界確定により地籍の明確化を進め、成果を国土の保全や土地取引の円滑化、災害復旧の迅速化などに活用する。
　第７次国土調査事業十箇年計画（令和２年度～11年度）における目標面積 187km2
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29市町村（10.8㎢）の調査が完了

地籍調査は、一筆ごとの土地について、その所有者、地番及び地目の調査並びに境界及

び面積に関する測量を行い、その結果を地図及び簿冊に集約し成果とする。

地籍調査の効果

・災害復旧の迅速化

災害後に元の位置が容易に確認でき、迅速な復旧に役立てることができる。

・土地取引の円滑化

正確な土地の状況が登記簿に反映され、登記制度の信頼性が向上すると

ともに、安心した土地取引が可能となる。

・土地の境界に係わるトラブルの防止

境界が明確になるため、境界紛争等のトラブルを未然に防ぐことが期待できる。

・課税の適正化

面積が正確に測量されるため、課税の適正化に寄与する。

公図（地籍調査前）

地籍図（地籍調査後）


